
平成 30年度東京都区市町村立公園防犯設備整備補助金交付要綱 

 

2 9 青 総 安 第 4 9 1 号 

平成 30 年３月 23 日 

 

（目的） 

第１ この要綱は、地域住民が行う公園における防犯のための見守り活動を活性化させ、も

って公園の安全対策を強化するため、区市町村（東京都の区域に存する特別区及び市町村

をいう。以下同じ。）が公園に設置する防犯カメラの整備に要する経費の一部に対し、東京

都が補助金を交付するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（通則） 

第２ この補助金の交付については、東京都補助金等交付規則（昭和 37 年東京都規則第 141

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（用語の定義） 

第３ この要綱において、使用する用語の定義は、次に定めるところによる。 

（１） 「公園」とは、法令に基づき区市町村が設置、管理する公園及び広場等をいう。 

（２） 「防犯カメラ」とは、専ら犯罪の抑止又は犯罪被害の防止に資することを目的と

して、不特定多数の者が往来する場所を撮影するために設置された一連の機器又は

装置の総称をいう。 

   

（補助対象事業） 

第４ この補助金は、公園の安全を確保するため、区市町村が公園に防犯カメラを整備する

事業のうち、次に掲げる要件の全てに該当するもの（以下「区市町村立公園防犯設備整備

事業」という。）に対し交付する。 

 （１） 地域住民による公園における見守り活動がある、又は事業の開始の日までにその

見込みがあると区市町村が認めるもの。 

 （２） 防犯カメラの設置に関し、地域住民その他の関係者の合意形成がなされている、

又は事業の開始の日までにその見込みがあるもの。 

 （３） 事業の開始の日までに、第９（４）キの事項を記載した防犯カメラの設置及び運

用に関する基準（以下「運用基準」という。）が定められているもの。 

（４） 平成31年３月31日までに事業を完了することができるもの。 

 

（補助対象経費等） 

第５ この補助金は、平成30年度の東京都予算の定める額の範囲内において交付する。 

２ この補助金の交付の対象となる経費及び補助率等は、別表のとおりとする。ただし、以

下の経費については、交付の対象としない。 

 （１） 修繕、保守及び清掃等に係る経費 



 （２） 消耗品の交換に係る経費 

 （３） 電力の受給その他当該防犯カメラの機能を維持するために要する経費 

 （４） 当該経費のうち、防犯カメラの設置場所及びその本来の効果の及ぶ範囲が近接又

は重複するなど、この補助金が公正かつ有効に使用されないことが明らかなもの 

 

（交付申請） 

第６ この補助金を受けようとする区市町村は、別途定める申請期間内に、補助金交付申請

書（別記第１号様式）に必要な書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定） 

第７ 知事は、第６の規定に基づき、区市町村から補助金交付申請書を受理したときは、そ

の内容を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、別途定める期限までに、この補助金の

交付又は不交付の決定を行う。 

２ 知事は、１の交付決定を行ったときは交付決定通知書（別記第２号様式）、不交付決定を

行ったときには不交付決定通知書（別記第３号様式）により区市町村に通知する。 

 

（事前着手） 

第８ 補助金の交付決定前に事業に着手したものは、原則として補助対象としない。ただし、

やむを得ない事情により補助金の交付決定前に事業に着手しなければならないときは、こ

の限りではない。 

２ 区市町村は、１のただし書きに該当する場合には、あらかじめ事前着手申請書（別記第

４号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（遵守事項） 

第９ 区市町村は、区市町村立公園防犯設備整備事業の実施に当たっては、次に掲げる事項

の全てを遵守しなければならない。 

 （１） この補助金により取得した防犯カメラについては、当該事業の完了後においても、

善良な管理者の注意をもって管理し、事業の目的に従ってその効率的運用を図るこ

と。 

 （２） 知事から要求のあったときは、この補助金により取得した防犯カメラの現況につ

いて報告すること。（事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間に限る。） 

 （３） 当該事業に関する収入及び支出の関係を明らかにした書類を整備し、事業の完了

した日の属する会計年度の終了後５年間保存すること。 

 （４） 防犯カメラについては、原則として区市町村の条例等に運用に係る基準を定め、

プライバシー等に配慮し、運用すること。ただし、特段の定めのない場合は、次に

掲げる事項の全てを実施すること。 

   ア 明確かつ適切な方法で、防犯カメラを設置している旨を表示する。 

   イ 映像又は音声の記録（以下「記録」という。）について、個人情報としてプライバ

シー保護のため、無線によるシステム構築の際、容易に他者が情報を傍受できない

ものとするなど、厳正な管理を行う。 



   ウ 記録の保管期間は、１週間程度とする。 

   エ 記録の閲覧は、運用基準で定める防犯カメラ設置の目的に照らして適切と認めら

れる場合等に限る。 

   オ 外部に記録を提供し、又は閲覧させるときは、法令等に基づくとき又は捜査機関

から犯罪捜査の目的で公文書による照会を受けたとき等に限る。 

   カ 記録に私有地の映像が含まれる場合は、あらかじめ当該私有地の所有者、管理者、

使用者又は占有者の承諾を受ける。 

   キ 次に掲げる事項を書面で定め、常時開示できる状態で保管する。 

（ア）管理責任者及びその責務 

（イ）防犯カメラの設置場所 

（ウ）防犯カメラの設置の周知方法 

（エ）記録の保管期間、保管方法及び廃棄方法 

（オ）記録の閲覧が可能な者 

（カ）記録の閲覧方法 

（キ）記録の外部提供の方法 

 

（申請の取下げ） 

第 10 区市町村は、第７の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、交

付決定の通知を受けた日から14日以内にその旨を記載した書面を知事に提出することによ

り、申請の取下げをすることができる。 

２ １に規定するほか、区市町村は、交付申請後に申請を取り下げようとするときは、遅滞

なくその旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（承認事項） 

第 11 区市町村は、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ変更等承認申請書（別記第

５号様式）に必要な書類を添えて知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 （１） 事業の内容を著しく変更しようとするとき。 

 （２） 事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（３） この補助金の交付を受けて設置した防犯カメラを他の用途に使用し、他の者に貸

し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供しようとすると

き。 

 

（報告事項） 

第 12 区市町村は、次のいずれかに該当するときは、速やかに知事に報告しなければならな

い。 

 （１） 知事が事業の円滑な執行を図るために必要があると認めるとき。 

 （２） 災害その他やむを得ない事情により、区市町村において当該事業の執行が困難と

なったとき又は平成 31 年３月 31 日までに当該事業を完了することができなくなっ

たと見込まれるとき。 

 （３） 区市町村がこの補助金の交付を受けて設置した防犯カメラを廃棄しようとすると



き。 

 

（実績報告） 

第 13 区市町村は、事業が完了したときは、事業を完了した日から 30日以内又は平成 31年

３月 31 日のいずれか早い日までに、必要な書類等を添えて実績報告書（別記第６号様式）

を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定及び支払） 

第14 知事は、第13の規定に基づく実績報告を受けたときは、その内容を審査し、必要に応

じて現地調査等を行い、その報告の内容がこの補助金の交付決定の内容及びこれに付した

条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、確定通知書（別記第７

号様式）により区市町村に通知する。 

２ 知事は、１の規定により交付すべき補助金の額を確定した後、区市町村から請求書（別

記第８号様式）を徴した上、速やかに当該額を支払う。 

 

（交付決定の取消し） 

第 15 知事は、区市町村が次のいずれかに該当する場合は、この補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（３） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は規則に基づく命令に

違反したとき。 

（４） 正当な理由がないにもかかわらず、平成 31 年３月 31 日までに事業を完了すること

ができないと見込まれるとき。 

 

（補助金の返還） 

第16 知事は、第15の規定による補助金の交付決定を取り消した場合において、事業の当該

取消しに係る部分に関し、既に区市町村に補助金が支払われているときは、期限を定めて

その返還を命じるものとする。 

 

（違約加算金及び延滞金の納付） 

第 17 第 15の規定によりこの補助金の交付決定の全部又は一部の取消しを行い、第 16の規

定により当該補助金の返還を命じたときは、知事は、区市町村が当該補助金を受領した日

から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（一部を納付した場合のその後の期間に

おいては既納額を控除した額）につき、年10．95パーセントの割合で計算した違約加算金

（100円未満の場合を除く。）を区市町村に納付させなければならない。 

２ 当該補助金の返還を命じた場合において、区市町村が定められた納期日までに当該補助

金を納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額

につき、年10．95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付

させなければならない。 



 

（違約加算金の計算） 

第18 第17の１の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、区市町村の納付した

金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた

補助金の額に充てるものとする。 

 

（延滞金の計算） 

第19 第17の２の規定により延滞金の納付を命じた場合において、区市町村に返還を命じた

補助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞

金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第 20 区市町村が、別途定める期日までにこの補助金の交付を受けて設置した防犯カメラを

処分しようとするときは、第11（３）の規定にかかわらず、取得価格が50万円以上のもの

について、あらかじめ防犯カメラ処分承認申請書（別記第９号様式）を知事に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 

２ 公園の廃止等により、防犯カメラに移設又は廃止等の何らかの変更事由が生じる場合は、

区市町村は、知事にあらかじめ協議しなければならない。 

３ 区市町村が防犯カメラを処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、

知事は、その収入の全部又は一部を納付させることができる。 

 

（文書等の様式） 

第21 申請書、通知書及び報告書等の様式は、別記のとおり定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

 



別表 補助対象経費等 

 

対象経費 都補助率 都補助限度額 

防犯カメラ（モニター・録画装

置等を含む。）の整備（購入、

取付等）に係る経費 

  

３分の１以内 

 ただし、1,000円未満

の端数が生じた場合に

は、これを切り捨てるも

のとする。 

 

1公園当たり40万円 

 

※ 総事業費に占める防犯カ

メラ１台あたりの整備費用に

関して、60万円を限度に補助す

る。ただし、撮影機能を有さな

い防犯カメラの整備費用は計

算対象外とする。また、ソーラ

ー式防犯設備の整備を含む事

業については、この限度額を設

けないこととする。 

 

※ 特段の事情があり、限度額

を超えない他の申請に対する

交付に支障をきたさない場合

は、知事が別に額を定めること

ができるものとする。 

 

 

 


